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世界から見ると乏しい日本の太陽光発電導入可能量とその拡大策 

 
中島みき 1、立花慶治 2、本部和彦 3 

 
1． はじめに 

2021 年 10 月 22 日第 6 次エネルギー基本計画が閣議決定され、この計画を踏まえて
2050 年にカーボンニュートラルを目指すとともに、温室効果ガスを 2030 年度に 2013
年度比で 46％削減する目標がパリ協定に基づく日本の新たな国別貢献として国連に登
録された。温室効果ガス削減を実現する基本的な方策は、エネルギー起源 CO2 の削減
であり、エネルギー需要の大幅削減に加えて、再生可能エネルギーによる電源の低炭素
化を進めることとされている。このうち再生可能エネルギーについては、2030 年度に
は発電電力量を約 9,340 億 kWh に抑えながら再生可能エネルギーのシェアを第 5 次エ
ネルギー基本計画の 22～24％から 36～38％に大幅拡大する野心的な計画となっている。
まさに再生可能エネルギー主力電源時代の幕開けを告げる計画となっている。 

 
2030 年に向け残された時間はわずかに 8 年に過ぎない中で、短期拡大の主力を担う

と期待されているのが太陽光発電（PV）である。第 5次エネルギー基本計画では 2030
年度の発電電力量の 7％であった PV のシェアが、第 6 次エネルギー基本計画では一気
に 14～16％にまで拡大している。これを設備容量で見ると、現時点の導入量 55.8GW
が、87.6GW～100GW まで拡大することとなっている。FIT 認定済の未稼働分 18.0GW
がすべて運転開始するとしても、今後新たに 13.8GW～26.2GW の FIT/FIP新規認定と
建設・稼働が必要となる。 

 
PV の新規立地に関しては、2011 年民主党政権下で成立した“電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法”により“固定価格買取（FIT）制度”が開
始され 40 円/kWh 以上の取価格が設定されたことにより一気に拡大した。しかし、国
民負担の急速な拡大を抑えるための買取価格の引き下げや乱開発を受けた地方条令の
制定、更には 2022 年 4月 1日に施行される“フィードインプレミアム（FIP）制度”への
移行を目指した“再生可能エネルギーの利用の促進に係る特別措置法”への改正により、
最近は運転開始する PVが減少している。 

 

 
1 東京大学公共政策大学院 客員研究員、国際環境経済研究所 主席研究員 
2 東京大学公共政策大学院 客員研究員 
3 東京大学公共政策大学院 客員教授、大成建設（株）常務執行役員 
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こうした状況下でなお政府が太陽光発電の再拡大に期待するのは、技術的には成熟し、
風力、中小水力、地熱などに比べ開発リードタイムが短いことに加え、資源が全国にあ
まねく分布するとともに、その開発ポテンシャル、つまり想定発電電力量が大きいと見
られていることにある。 

 
しかしながら、世界の太陽光発電ポテンシャルを評価した世界銀行の報告書

“ESMAP. 2020. Global Photovoltaic Power Potential by Country. Washington, DC: World 

Bank”（以下「世銀報告書」と言う）によれば、日本の国土に降り注ぐ日射量の平均値
は3.641kWh/日/m2、世界210カ国中181位であり、また、国土の中で太陽光発電に適し
た地域（２.に記述）に太陽光パネルを設置した場合に、出力１kW（DC）の発電能力
を有する太陽光発電所が一日に発電できる発電電力量（PVOUT）（AC）の全国平均値
は3.446kWh/日/kWp、世界210カ国中182位と、ともに低位の状態にある。 
本研究は、世銀報告書をベースに、まず国内でメガワット級太陽光発電所の開発に

適した国土が１年間に生み出す発電電力量について発電コスト（LCOE）別に整理した
ものを、太陽光発電の「技術的導入可能量」と定義して評価した。次に、その内経済性
（採算性）が良くないものを除いて評価した発電電力量を「経済的導入可能量」と定義
し、発電コスト（LCOE）10セント/kWhを閾値として発電電力量を評価し、G20国な
どと比較した上で（3．に記述）、最後に経済的導入可能量に乏しいという日本の弱点を
補う政策について提案するものである。 

 

 
図１ 本稿の評価（3章以降）で用いたポテンシャルの定義 
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２．主要国と日本の技術的導入可能量 
1) 世銀報告書の特徴と留意点 

世銀報告書は、バランスのとれた方法論で世界各国のメガワット級 4太陽光発電のポ
テンシャルを評価した研究が公開されていない 5との現状認識を踏まえ、そのような評
価研究結果を政策決定者や投資家に提供することを目的として作成された 6。その特徴
と留意点を以下に要約する。 

 
【方法論】 

世銀報告書のポテンシャル評価は、現在国際的に広く採用されている米国NREL
（National Renewable Energy Laboratory）の 4つのポテンシャル区分（①資源ポテ
ンシャル（Resource Potential）、②技術的ポテンシャル（Technical Potential）、③経
済的ポテンシャル（Economic Potential）、④市場ポテンシャル（Market Potential））
（図 2）に沿いつつも、それに対して図 3のように独自に再定義した区分（①理論的ポ
テンシャル（Theoretical Potential）、②実務的ポテンシャル（Practical Potential）、
③経済的ポテンシャル（Economic Potential））7に沿って行った。 

 

図 2 NRELのポテンシャル定義 (出典：NREL(2016)) 

 
4 原文は、utility-scale。 
5 全世界のポテンシャルを推定した先行研究としてHoogwijk(2004)があるが、カナダ・米
国・日本以外の国は地域別に集約しており、各国の比較はできない。 

6 ESMAP(2020), p.4 
7 NRELの定義では、ポテンシャルとは②が技術的に実現可能な発電設備量ならびに発電
電力量、③が投資回収可能な発電設備の発電電力量であるのに対し、世銀報告書の定義で
は②③共に発電設備量でも発電電力量でもない点に留意が必要である。 
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図 3 世銀報告書のポテンシャル定義 (出典：World Bank (2020)) 

 
① 理論的ポテンシャル：地面に到達する太陽光エネルギーの密度(kWh/日/m2)。 

 
Solargis8が公開しているGHI9を採用。 
 

② 実務的ポテンシャル：PVOUT毎の適地面積 
 
次の三段階に分けて計算。 
 
a. 適地面積：GIS10データに下記の土地利用制約フィルターを掛け、二つの水準(Level 
1, Level 2)でメガワット級太陽光発電所に適した土地を拾い出して地図を作成（適地マ
ップ）、面積(km2)を計算。 
Level 1：物理的または技術的に土地利用上の制約がある為にメガワット級太陽光発電

所の建設が実務的ではない、と世界の 1万件以上のメガワット級太陽光発電所の
事例に基づいて判断される土地。具体的には、次の土地を除外。 
 1km 四方のピクセル内の標高差が 300m超 

 
8 https://globalsolaratlas.info/support/about 
9 GHI: Global Horizontal Irradiationその場所に水平に置かれた 1m2の平面上に注がれる
日射量 
10 GIS: geographical information system。ESMAP(2020),p.7-9 参照。 
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 ピクセル内の標高の標準偏差が 60m以上 
 水面（但し大陸海岸線から 1km 以内の海域は浮上型太陽光発電の可能性があ
るので含める） 

 樹木密度が 50％以上 
 無人地帯 
 都市部 

Level 2：上記に加え、IUCN11の定める保護地域、ならびに農耕地を除外。 
 

 

図 4 適地マップの例（日本）(出典：World Bank(2020)) 
 

b.  PVOUT 12：①に加え、DNI13・気温・地上高・PV パネルの最も効率的な設置角度
を加味し、少なくとも 11 年間の GIS データを用いてメガワット級太陽光発電所が一
日に発電できる発電量(PVOUT: kWh/日/kWp14)の平均値をピクセル毎に計算 15し、
PVOUTマップを作成。 

 
11 IUCN：International Union for Conservation of Nature 
12 日本で広く使われている設備利用率（年間発電電力量÷（設備容量×8760 時間））の数値
は、世銀報告書が採用した PVOUT 値を 24 で割ることによって得られる。世銀報告書の日本
の PVOUT 平均値 3.446 は、設備利用率で表現すると 3.446÷24=14%に相当する。 
13 Direct Normal Irradiation：太陽に直面する 1m2の平面が受ける日射量 
14 公称システム出力：当該の太陽光発電システムの PV モジュール公称出力（日射量
1kW/m2における直流最大出力）の合計 
15 計算手順は ESMAP. 2019. Global Solar Atlas 2.0 Technical Report. Washington, DC: 
World Bank. P.26- に詳しく記述されている。 
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図 5 PVOUTマップの例（日本）(出典：World Bank(2020)) 

 
c.  PVOUT 毎の適地面積：適地マップと PVOUT マップを重ね合わせ、Level 1・Level 2 
毎の PVOUT マップを作成。 

 

 

図 6 Level 1 の PVOUT マップ (出典：ESMAP(2020)) 
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図 7 Level 2の PVOUTマップ(出典：ESMAP(2020)) 

 
これを元にして、PVOUT 毎の適地面積が国土面積に占める比率を計算。 

 
図 8 PVOUT毎の適地面積比の例（日本）(出典：World Bank(2020)) 

 
③ 経済的ポテンシャル：②に初期投資額、運転保守費用、商用耐用年数、割引率等を加味

して Level 1地域の発電コストを計算し、一国の平均値・最高値・最低値を表示。 
 

2) 主要国の太陽光発電ポテンシャル 
世銀報告書は各国別に①理論的ポテンシャル、②実務的ポテンシャル、③経済的ポテ
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ンシャル、及び関連するデータを整理した評価シートを公開 16している。 

 
図 9 国別評価シート(出典：World Bank(2020)) 

 
諸データの中で特に重要な理論的ポテンシャル GHI と実務的ポテンシャル PVOUT

については、図 9 において世界 210 ヶ国中の順位が示され、図 10 において世界の中の
位置づけがビジュアルに提示されている。 

 

図 10 世界における日本の位置(出典：World Bank(2020)) 
 
3) 留意点： 

世界主要国の国別評価シートの①理論的ポテンシャル、②実際的ポテンシャル、③

 
16 https://globalsolaratlas.info/global-pv-potential-study 
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経済的ポテンシャルを一人当たり電力消費量と共に簡潔に取りまとめたのが次表であ
る。 

 
表 1 主要国の比較 (出典：World Bank(2020)) 

国名 

一人当たり 

電力消費 

(kWh/year) 

① 理論的 

ポテンシャル

GHI(kWh/ 

m2）/順位 

② 実務的 

ポテンシャル

PVOUT(kWh/日

/kWp)/順位 

③ 経済的 

ポテンシャル

LCOE 
($/kWh)の 

平均値 

Australia 10,071 5.759/33 4.707/50 0.09 

Canada 15,588 3.252/191 3.816/158 0.18 

China 3,927 4.127/161 3.883/151 0.07 

France 6,940 3.483/186 3.386/187 0.1 

Germany 7,035 2.978/197 2.961/197 0.11 

India 805 5.098/104 4.322/98 0.07 

Indonesia 812 4.625/136 3.767/160 0.11 

Italy 5,002 4.072/164 3.993/140 0.07 

Japan 7,820 3.614/181 3.446/182 0.17 

Portugal 4,663 4.566/142 4.316/100 0.08 

Spain 5,356 4.575/100 4.413/83 0.08 

UK 5,130 2.592/208 2.613/209 0.15 

USA 12,994 4.498/147 4.358/91 0.1 

 
日本の立ち位置は、太陽光資源に最も恵まれたナミビアから最も恵まれていないアイ

ルランドまでの 210 カ国中、①理論的ポテンシャルが 181 位、②実務的ポテンシャルが
182 位である。図 8 に示すように同緯度帯にあるスペインの①140 位、② 83 位、イタリ
アの①164 位、②140 位に比べも低位にあり、一人当たり電力消費量が比較的多い国で
ありながら太陽光発電のポテンシャルに恵まれていない国であることが分かる。また、
③経済的ポテンシャルを示す LCOE（平均発電コスト）の平均値も表中の 13 ヵ国中最
下位となっている。 

 
 



10 
 

 
図 11 日本の位置を欧州の地図に示した図（出典：https://thetruesize.com/） 

 
その理由は、山がちの国土であるために適地が少なく、夏には梅雨と台風、冬には日

本海側の豪雪、と晴天に恵まれない自然条件によるものである。日本はこのような太陽
光発電ポテンシャル貧困国である、という認識に立って脱炭素化戦略を構築しなくては
ならない。 

 
戦略立案のためには、太陽光発電ポテンシャルとして世銀報告書がとりまとめた実務

的ポテンシャルと経済的ポテンシャルだけでは情報量が不足している。一国の太陽光発
電導入可能量の指標としては、公益財団法人地球環境産業技術機構（RITE）が作成した
発電コスト毎の太陽光発電年間発電電力量評価 17がより適切と思われる。残念ながら、
日本のケースのみが公開されており、日本と世界各国の比較はできない。 

 
図 12 RITEの評価図 (出典：RITE (2021)) 

 
17 RITE(2021), 総合資源エネルギー調査会第 43 回基本政策分科会 2021 年 5 月 13 日配付資料
5, 28 頁 

https://thetruesize.com/
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3．発電コスト（LCOE）を考慮した主要国と日本の太陽光発電導入可能量 

そこで上記のような特徴と留意点を持つ世銀報告書を用い、下記の手順で、RITE と
同様に、発電コスト(LCOE: $/kWh)毎の太陽光発電年間発電量(TWh/年)を表示するこ
とを試みた。 
 

1) 評価方法 
【方法論１：年間発電電力量の計算】 
ステップ１：世銀報告書の国別評価シートより、評価対象面積・人口・一人当たり電力消
費量・設備利用率（PVOUT（＝日平均発電電力量÷公称システム出力））区分毎の Level 
2 面積比率（評価対象面積に対するパーセント）を入手（下図マーク箇所）。 

 

図 13 World Bank 国別評価シートの例（日本）(出典：World Bank(2020)) 
 

ステップ２：設備利用率区分毎に Level 2面積（＝評価対象面積×Level 2 面積比率）を
計算。 
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ステップ３：Level 2 面積の 10％が利用可能と仮定し 1819、そこに一平方 km当たり
75MW の PVが設置出来ると仮定して 20、設備利用率区分毎の年間発電電力量ならびに
その累積値を計算。 
 
ステップ４：図 13 の人口ならびに一人当たり電力消費量の数値を用いて一人当たり累
積発電電力量ならびに累積発電電力量の年間消費電力量に対する比率を計算。 

 
表 2 計算ステップ（日本） 

 
 
 

【方法論２：LCOEの計算】 
世銀報告書では LCOE の計算にあたって IRENA“Renewable power generation cost 

report 2018”といういささか古い情報を用いている。そこで IRENA(2021) “Renewable 
power generation cost report 2020”の最新情報を用い、次の前提で、1 日あたり発電量
［kWh/kWp：PVOUT］別に LCOEを算出した。 

 

 
18 自然エネルギー財団(2020)表３-２の平均値。 
19 この仮定の置き方には幅がある。例えば Hoogwijk(2004)は、1～5％程度が妥当であろ
う、と保守的な仮定を置いている（Table I, p.160）。 
20 自然エネルギー財団(2020)表３-２の注。 

日本
ステップ２

設備利用率
PVOUT

Level 2面積 発電電力量
累積

発電電力量

一人当たり
累積

発電電力量

同左/一人当
たり年間

消費電力量
[kWh/日/kWp] [km^2] [TWh/年] [TWh/年] [kWh/年/人] [無単位]

4.1 745 8 8 66 0.01
3.9 4,098 44 52 412 0.05
3.7 11,920 121 173 1,366 0.17
3.5 12,293 118 291 2,297 0.29
3.3 12,665 114 405 3,201 0.41
3.1 13,038 111 516 4,076 0.52
2.9 3,725 30 545 4,309 0.55
2.7 373 3 548 4,331 0.55

ステップ３ ステップ４
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（前提条件） 
・建設期間：2 年、運転期間：25 年 
・面積あたり設備容量：75MW/km2 
・設備利用率：10% 
・パネル劣化率（1 年目）：0.8％、（2 年目以降）：0.5％ 
・撤去費：Capex の 5% 
・Capex：各国別データ［出典：IRENA］ 
・Opex（OECD 諸国＋中国）：17.6$/kW/yr、（左記以外）：9.3$/kW/yr［出典：

IRENA］ 
・WACC（OECD諸国＋中国）：5.0％、（左記以外）：7.5％［出典：IRENA］ 

 

 
図 14 Utility-scaleの太陽光建設コスト内訳（IRENA Renewable Cost Database） 
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【方法論３：統合】 
方法論１による計算結果と方法論２による計算結果とを設備利用率を媒介として連

結することにより、表 3を得ることができる。そして、方法論 1 によって計算した累積
発電電力量を改めて、図 1 で定義したように、技術的導入可能量と名付ける。すなわち
技術的導入可能量とは、その国の気象条件・土地利用可能性のみならず、発電コスト
(LCOE)をも考慮に入れた、太陽光発電による年間発電電力量の期待値である。 
 

表 3 日本の LCOE別技術的導入可能量表（日本） 

 
 

表 3は、例えば次のように読むことができる。 
 
LCOEが 0.108$/kWh 以下の技術的導入可能量は 8TWh/年、その一人当たりの量は

66TWh/年、その一人当たり消費電力量に対する割合は 1%、である。あるいは、LCOE
が 0.164$/kWh 以下の技術的導入可能量は 548TWh/年、その一人当たりの量は
4,331TWh/年、その一人当たり消費電力量に対する割合は 55%である。 

 
表 3の技術的導入可能量をグラフ化し RITEのグラフと対比させたものが図 15 であ

る。破線・点線は、IRENA(2021)よりも更に建設コストが 10％、20％、30％コストダ
ウンしたと仮定したケースである。我々の試算は RITEとほぼ同様の結果を得たと言っ
てよかろう。 

日本

設備利用率
PVOUT

LCOE
技術的導入

可能量

一人当たり
技術的

導入可能量

同左/一人当
たり年間

消費電力量
[kWh/日/kWp] [$/kWh] [TWh/年] [kWh/年/人] [無単位]

4.1 0.108 8 66 0.01
3.9 0.113 52 412 0.05
3.7 0.119 173 1,366 0.17
3.5 0.126 291 2,297 0.29
3.3 0.134 405 3,201 0.41
3.1 0.142 516 4,076 0.52
2.9 0.152 545 4,309 0.55
2.7 0.164 548 4,331 0.55
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図 15 世銀報告書を元に計算した技術的導入可能量と RITEのグラフとの比較 

 
2) 評価結果：以上の計算手順を、日本を含む世界の次の 11カ国・1 地域について行い、

RITEと同様に階段状のグラフで表示したものを図 16に示す（縦軸対数）。 
 

先進国：日本・米国・EU（地中海・黒海沿岸諸国とドイツ）・豪州・カナダ・英国・
アイルランド 

新興国：中国・インド・ブラジル・メキシコ 
東南アジア：インドネシア 

 
i. 概論 

 
図 16 のグラフは多数の国・地域を同時表示させたために複雑になってしまった 21

が、少なくとも次の 3点を読み取ることができる。 
 

① 日本は技術的導入可能量の総量で見ると英国・アイルランドと並んで世界の中で
乏しい国に属する。 

② 日本は人口が多く人口密度が高く、平地に乏しいため一人当たり技術的導入可能
量で見るとアイルランドよりも乏しい国である。 

③ 日本は、上記 11カ国・１地域中、技術的導入可能量が年間電力消費量を下回る唯
一の国である。 

 
21 計算結果を詳しくご覧になりたい方のために、国・地域をいくつかのグループに分け、
それぞれのグループ毎に、①技術的導入可能量、②その一人当たりの量、③技術的導入可
能量の消費電力に対する比、を末尾の付録 Aに収録してあるので、適宜参照されたい。 
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図 16 11 カ国・1 地域の LCOE 別技術的導入可能量 
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ii. 技術的導入可能量の総量と一人当たり技術的導入可能量 

 
先ず、上記①②について見てみよう。図 16 はいささか見にくいので、横軸に技術的

導入可能量総量を、縦軸に一人当たり技術的導入可能量をとり、両対数の分散図でグラ
フ化したものが図 17である 22。 

 

 
図 17 技術的導入可能量と一人当たり技術的導入可能量の分布 

 
日本が、両軸において 11カ国・1地域中最も乏しい位置にあることが分かる。 

 
22 ここで EU は、今回計算した地中海・黒海沿岸諸国・ドイツの合計値、EU27は EU の
ポテンシャルを EU27 カ国の総人口で共有するとした場合の数値、EU28は EU のポテン
シャルに英国のポテンシャルを加え EU27 カ国と英国の合算人口で共有するとした場合の
数値、である。 
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iii. 電力消費量と技術的導入可能量 

 
次に③について見るために、横軸に技術的導入可能量を、縦軸に年間消費電力量を

とり、両対数の分散図でグラフ化したものが図 18である。図中の 3本の斜線は、左か
ら順に技術的導入可能量が年間消費電力量と等しい（橙色）、5 倍（緑色）、10 倍（青
色）ことを示している。 

図 18 技術的導入可能量と年間発電電力量の分布 
 

日本だけが技術的導入可能量と年間消費電力量が等価な線（橙色）の左にあり、今回計
算した世界主要国の比較の中で、技術的導入可能量が年間電力消費量を下回る唯一の国
であることが分かる。米国、インドネシア、ブラジル、メキシコ、豪州には年間消費電
力量の 10 倍を超える大量の技術的導入可能量が存在し、EU、中国、インドにも 5 倍程
度の豊富な技術的導入可能量が存在することが分かる。 
 
 

iv. LCOEが 10￠未満の経済的導入可能量 
 
次に経済的導入可能量について見てみよう。太陽光発電が経済的に成立しうるとさ
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れる LCOE=10￠/kWh 23を一つの閾値として設定し、また、横軸に技術的導入可能量
を、縦軸に LCOE が 10￠未満の経済的導入可能量をとり、両対数の分散図でグラフ化
したものが図 19である。 

 

 
図 19 技術的導入可能量と LCOE が 10￠未満の経済的導入可能量の分布 

 
11カ国・1地域含む多くの国は太陽光資源に恵まれていて、技術的導入可能量の全

てが発電コストが 10 セント未満である。これに対し、日本のように国土条件に恵まれ
てない国（両対数グラフなので表示できず図中には示せていないが、英国・アイルラン
ドも同様）は直線から大きく逸脱して経済性に優れた（10￠未満の）導入可能量が極め
て乏しいことが分かる。 

 
 

v. 年間電力消費量と LCOEが 10￠未満の経済的導入可能量 

 
23 World Bank(2019),p.35-36 で”Good”と評価されるメガワット級太陽光発電プロジェクトの
LCOE を、ESMAP (2020)ならびに IRENA(2021)を参照して計算すると 0.10$/kWhとな
る。 
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横軸に LCOE が 10￠/kWh 未満の経済的導入可能量を、縦軸に年間消費電力量をと

り、両対数の分散図でグラフ化したものが図 20 である。図中の 3 本の斜線は、図 18
と同様に左から順に LCOE が 10￠未満の経済的導入可能量が年間消費電力量と等しい
（橙色）、5 倍（緑色）、10 倍（青色）であることを示している。 
 

図 20  LCOE が 10￠未満の経済的導入可能量と年間消費電力量の分布 
 

 
日本は 20％以上建設コストを削減してはじめて LCOEが 10￠未満の経済的導入可能量

が出現するのに対し、米国、インドネシア、ブラジル、メキシコ、豪州には年間消費電力
量の 10 倍を超え、EU、中国、インドにも年間消費電力量 5 倍程度の豊富な LCOE が 10
セント未満の経済的導入可能量が存在することが分かる。 

 
 

vi. まとめ 
 
図 21 は、11カ国・1地域の LCOE別の技術的導入可能量（TWh）を低い順に積み

上げて示したものである。このように主要国との比較において、日本は経済性の優れた
メガソーラーの導入可能量は極めて限定的である。 

日本▲20％ 日本▲30％

米国

EU

EU28
EU27

中国

インド

豪州

カナダ

インドネシア
イタリア

フランス

ドイツ
ブラジル

メキシコ

100

1,000

10,000

100 1,000 10,000 100,000

年
間
消
費
電
力
量
（

TW
h/
年
）

10￠未満の導入可能量（TWh/年）



21 
 

 
図 21 11 カ国・1 地域の LCOE 別技術的導入可能量積み上げ 

 
このように LCOE が 10セント未満の経済的導入可能量に限りのある日本だが、仮

に、設備費を▲10%～▲30％まで低減できたとしても、そもそも国土面積が狭く平地に
限りがある日本においては、経済的導導入可能量が大幅に増加するわけではないことを
理解しておく必要がある。 
 
 

４．日本の乏しい経済的導入可能量を補う方策 
1) 屋根置き太陽光の活用 
これまでの議論のとおり、世界の太陽光発電の主流となっているメガソーラー

（Utility-scale）を前提とした場合、例え 3割のコストダウンが進んだと仮定しても、
そもそも平地が少ない日本は設置可能な面積に限りがあることから、太陽光発電を主力
電源として利用しながら国民負担を減らしつつ産業競争力を維持するには何らかの追加
策が必要と考えられる。 
そこで、その追加策として考えられるのが、設置可能な建築物の屋根を活用するオン

サイト発電である。その理由は、 
・発電と需要が同一地点にあり、典型的な地産地消であること 
・建物が多く建設されるのは都市部であり、建物の周辺の都市部内で余剰電力を消費
できる可能性が高く都市部の外にメガソーラーを設置する場合に比較して送電コス
トが少なくて済むこと 

・こうした経済的メリットは、経済的導入可能量に乏しいという日本の弱点を補う可
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能性があること 
・オンサイト発電の経済的優位性は、今後、中長期的に賦課金の負担増などにより系
統電力料金が上昇する場合に、より高まると考えられること 

である。 
そこで、屋根置き太陽光発電の経済的導入可能量を評価した。 

 
2) 屋根置き太陽光発電の経済的導入可能量 
今回、オンサイト（主に屋根置き）の経済的導入可能量について、用途別（住宅（戸

建）、公共用、および商業用建築物）・都道府県別に推計した。 
環境省では、平成 21 年度から「再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書」、

平成 23 年度からは「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」を
令和 2 年度まで毎年度、取りまとめており 24、ここで太陽光発電の導入ポテンシャルが
推計されている。 
今回、上記環境省の調査報告書で示された技術的ポテンシャル、即ち太陽光発電のパ

ネルが設置可能な屋根の面積および設備容量の都道府県別推計値を用いて、経済産業省
の調達価格等算定委員会で示された、「令和４年度以降の調達価格等に関する意見」等
に基づき、最新の価格データを前提諸元として、太陽光発電パネルの設置者が投資に見
合う経済性が見込めると判断できるであろう発電電力量を評価し、これを経済的導入可
能量とした。 
具体的な手順は、次のとおり。 

i. 都道府県別設備容量（kW） 
戸建住宅等、商業用（小規模商業施設、中規模商業施設、大規模商業施設、
宿泊施設、大規模共同住宅・オフィスビル、中規模共同住宅）と公共系等（庁
舎、文化施設、学校等、医療施設、上水施設、下水処理施設、道の駅）のカテ
ゴリ別に、都道府県別の設置可能面積を抽出（環境省データ）。面積は、レベ
ル１～３の 3カテゴリーに分類されており、最も容易なレベル１を採用した
（設置に工夫が必要とされる場所については、追加コストを要すると考えられ
るため）。これに、単位面積あたりの設置可能設備容量（1kW/12m2）を乗じ
て設備容量を導出。なお、最新データ（令和元年度）では戸建住宅、商業用の
都道府県別設備容量が開示されていなかったことから、これらについては過年
度（平成 23 年度）のデータを採用した。 

 

 
24 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報、https://www.renewable-energy-
potential.env.go.jp/RenewableEnergy/29.html 
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図 22 公共系・設置可能面積算定条件（レベル）の基本的な考え（環境省） 

 
ii. システム容量 1kW あたりの年間予想発電量（PVOUT: kWh/kW/年） 

 
環境省の調査では、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

の委託事業で一般財団法人日本気象協会が開発した、日本国内を対象とした月平均の日
射量データを収録した「MONSOLA-11」を用いている。現在、新たに機能修正を加えた
「MONSOLA-20」が公開されていることから、MONSOLA-20 を用いて、都道府県庁
所在地の日射量データを取得した。前提条件は、環境省と同じく南向きで傾斜角 10°と
した。年間予想発電量［年間 PVOUT］は、 

日射量（kWh/m2・日）×365 日×損失係数 73%÷標準日射強度 1
（kW/m2）（NEDO「太陽光発電導入ガイドブック」より） 
により求めた 25。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
25 環境省は、有識者ヒアリングの結果より、年間予想発電量［年間 PVOUT］ 
＝日射量（kWh/m2・日）×365 日×総合設計係数 88%÷標準日射強度 1（kW/m2） 
としているが、ヒアリング結果が非公表であったため、採用を見送った。 
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図 23 MONSOLA-20による月平均日射量（和歌山県の例） 
 

iii. 正味現在価値(NPV)＝０となる PVOUTの導出 
 

用途ごとに、設備費やO&M 費など、経済産業省の調達価格等算定委員会データを
使用して前提条件を定め、発電電力量の 3割を自家消費するものとした。自家消費部分
については、標準的な電気料金単価による買電価格を代替する便益があるとして、残り
の７割の売電部分については FIT で売電するものとし、FIT 売電単価による売電収入を
便益として算定してこれらを合算し、事業期間にわたる NPVが０となる PVOUTを導
出した。 

 
具体的な前提条件は、以下の通り。 
・事業期間：26 年（建設期間 1 年、運転期間 25年） 
・割引率（WACC）：３％（調達価格等算定委員会資料より） 
・パネル劣化率：0.8%（1 年目）、0.5%（2 年目以降） 
・撤去費：建設費の 5%相当 
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表 4 屋根置き太陽光発電設備に関する諸元 
 

 戸建住宅 公共用 商業用 
建設費（ケース①） 259,000 円 

(2023 年度想定値) 
178,000 円 
(2023 年度想定値) 

178,000 円 
(2023 年度想定値) 

建設費（ケース②） 245,700 円 
(上位 35%のトップ
ランナー) 

156,800 円 
(上位 10%のトップ
ランナー) 

156,800 円 
(上位 10%のトップ
ランナー) 

FIT・地域活用要件
具備に要する費用 

対象外 3,000 円 
(2023 年度想定値) 
(建設費に加え計算) 

3,000 円 
(2023 年度想定値) 
(建設費に加え計算) 

O&M費 3,000 円 5,000 円 5,000 円 
自家消費比率 30% 30% 30% 
自家消費分の便益 26.34 円 18.03 円 18.03 円 
FIT売電単価 16.00 円 10.00 円 10.00 円 
FIT適用期間 10年 20年 20年 
卒 FIT 売電単価 9.50 円 9.00 円 9.00 円 

（出典：調達価格等算定委員会資料） 
 
ここで、建設費（ケース①）は、経済産業省の調達価格等算定委員会における、

2023年度のシステム費用の想定値である。具体的には、戸建住宅については、足下で
低下傾向が鈍化しており、2022 年度の想定値を据え置き、259,000 円としている。こ
れは、2021 年度設置データのトップランナー上位 40%に概ね相当する。次に、公共
用・商業用については、10～50kW の自家消費型地域活用電源のシステム費用の想定値
を用いて、178,000円としている。これは、2021 年度設置データのトップランナー上
位 16％に概ね相当する。 
今回、屋根置きの経済的導入可能量を検討するにあたっては、足下のシステム費用

の想定値だけでは経済的導入可能量を見出すことができなかったため、2030 年に向け
てコストダウンが一定程度実現したケースについても推計する必要が生じた。このた
め、ケース②として、戸建住宅については、ケース①で想定値を 2021 年度設置データ
のトップランナー上位 40%相当としていたのに対し、コストダウンが上位 35%
（245,700円）まで進むとし、公共用・商業用については、ケース①でトップランナー
上位 16%相当としていたのに対し、上位 10％（156,800 円）までコストダウンが進む
と仮定した。 
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（出典：調達価格等算定委員会資料） 

 
図 24 住宅用太陽光発電のシステム費用（トップランナー）の変化 
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（出典：調達価格等算定委員会資料） 

 
図 25 小規模太陽光発電（自家消費型地域活用電源）の 

システム費用（トップランナー）の変化 
 
経済性の判断にあたっては、正味現在価値（NPV）法を用いた。即ち、事業期間全

体において将来発生するキャッシュフローの現在価値から、初期投資額を引いた差額
（NPV）を算出し、NPVが正となる場合において、投資の効果が見込めるものとし、
NPV＞0 となる PVOUTのラインで都道府県別に線引きを行った。 
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表５ 用途別建設費別のNPV がゼロとなる PVOUT の評価結果 
 

 戸建住宅 公共用 商業用 
建設費（ケース①） 259,000 円 

(2023 年度想定値) 
178,000 円 
(2023 年度想定値) 

178,000 円 
(2023 年度想定値) 

建設費（ケース②） 245,700 円 
(上位 35%のトップ
ランナー) 

156,800 円 
(上位 10%のトップ
ランナー) 

156,800 円 
(上位 10%のトップ
ランナー) 

建設費（ケース①）
の場合にNPV が 0
となる PVOUT 

PVOUT＝3.14 PVOUT＝3.26 PVOUT＝3.26 

建設費（ケース②）
の場合にNPV が 0
となる PVOUT 

PVOUT＝3.01 PVOUT＝3.00 PVOUT＝3.00 

 
この結果に基づき、都道府県別の用途別設備容量を用いて、PVOUT が上表の各数値以
上となる設備容量を推計し、これを経済的導入可能量とした 

 
① 戸建住宅の推計結果 
設備費が調達価格等算定委員会の想定値（ケース①・259,000 円）の場合、NPVが

正となるためには、PVOUT が 3.14より大きいことが求められる。これを満たす都道
府県は、山梨、長野、静岡、徳島の 4県のみで、合計で設備容量 336 万 kW、年間発電
電力量は 4TWh 程度となった。 
次に、設備費がトップランナー（上位 35%以内）を達成した場合（ケース②・

245,700 円）、NPV が正となるためには、PVOUT が 3.01より大きい必要がある。これ
を満たす都道府県は、西日本を中心とした 18 府県（詳細は下表参照）となり、設備容
量は 1,840 万 kW、年間発電電力量は 21TWh となった。 
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表６ 住宅用屋根置き太陽光発電の都道府県別 PVOUT値と年間発電電力量 
 

 

 
 
② 公共用の推計結果 
公共用は、ケース①（調達価格等算定委員会による建設費の想定値・178,000円）の

場合は、必要となる PVOUT のラインが 3.26と高いため、対象となるのは山梨県のみ
となった。他方、ケース②（トップランナー上位 10%・156,800円）まで建設費が低減
できる場合には、必要となる PVOUT のラインは 3.00 となり、19府県が推計対象とな
る。その結果、設備容量は 352 万 kW、年間発電電力量は 4TWh となった。 

  

■都道府県別PVOUTとLCOE条件を満たす発電電力量分布 ■対象設備容量を積算
損失係数 年間日数

73% 365.25

PVOUT PVOUT
3.14 3.01

レベル１ MONSOLA-20 DCベース 以上を対象 GWh 以上を対象 GWh
1 北海道 175.18 3.62 965 2.64 0 0
2 青森 55.16 3.57 952 2.61 0 0
3 岩手 56.18 3.69 984 2.69 0 0
4 宮城 85.24 3.82 1,019 2.79 0 0
5 秋田 49.31 3.45 920 2.52 0 0
6 山形 45.37 3.69 984 2.69 0 0
7 福島 85.18 3.78 1,008 2.76 0 0
8 茨城 159.04 4.13 1,101 3.01 0 ● 1,751
9 栃木 94.88 4.03 1,075 2.94 0 0

10 群馬 101.98 4.27 1,139 3.12 0 ● 1,161
11 埼玉 224.89 4.05 1,080 2.96 0 0
12 千葉 224.02 4.07 1,085 2.97 0 0
13 東京 199.76 4.05 1,080 2.96 0 0
14 神奈川 211.87 4.14 1,104 3.02 0 ● 2,339
15 新潟 104.10 3.62 965 2.64 0 0
16 富山 48.25 3.65 973 2.66 0 0
17 石川 46.67 3.83 1,021 2.80 0 0
18 福井 32.95 3.74 997 2.73 0 0
19 山梨 42.58 4.54 1,211 3.31 ● 515 ● 515
20 長野 103.48 4.32 1,152 3.15 ● 1,192 ● 1,192
21 岐阜 77.13 4.20 1,120 3.07 0 ● 864
22 静岡 158.19 4.31 1,149 3.15 ● 1,818 ● 1,818
23 愛知 226.65 4.19 1,117 3.06 0 ● 2,532
24 三重 89.98 4.27 1,139 3.12 0 ● 1,024
25 滋賀 57.68 3.91 1,043 2.85 0 0
26 京都 61.16 3.87 1,032 2.83 0 0
27 大阪 137.26 4.16 1,109 3.04 0 ● 1,522
28 兵庫 149.82 4.29 1,144 3.13 0 ● 1,714
29 奈良 50.08 4.02 1,072 2.93 0 0
30 和歌山 44.84 4.28 1,141 3.12 0 ● 512
31 鳥取 22.71 3.74 997 2.73 0 0
32 島根 22.89 3.74 997 2.73 0 0
33 岡山 91.38 4.13 1,101 3.01 0 ● 1,006
34 広島 92.69 4.15 1,107 3.03 0 ● 1,026
35 山口 62.54 3.95 1,053 2.88 0 0
36 徳島 31.67 4.32 1,152 3.15 ● 365 ● 365
37 香川 44.01 4.17 1,112 3.04 0 ● 489
38 愛媛 58.10 4.12 1,099 3.01 0 0
39 高知 28.20 4.27 1,139 3.12 0 ● 321
40 福岡 161.60 3.83 1,021 2.80 0 0
41 佐賀 32.17 3.97 1,059 2.90 0 0
42 長崎 58.40 3.97 1,059 2.90 0 0
43 熊本 61.77 4.01 1,069 2.93 0 0
44 大分 46.66 3.91 1,043 2.85 0 0
45 宮崎 48.88 4.15 1,107 3.03 0 ● 541
46 鹿児島 59.52 3.90 1,040 2.85 0 0
47 沖縄 32.23 4.08 1,088 2.98 0 0
48 合計 4,154.30 4.00 1,066 2.92 336 3,890 1,840 20,693

万ｋＷ GWh 万ｋＷ GWh
4 18

4 21
TWh TWh

都道府県 年間発電電力量

ケース①設備費METI想定値(259,000円） ケース②設備費上位35％(245,700円）

年間発電電力量設備容量
（万kW）

日射量
(kWh/m2･day)

年間PVOUT
(kWh/年/kW)

PVOUT
(kWh/日/kW)
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表７ 公共用屋根置き太陽光発電の都道府県別 PVOUT値と年間発電電力量 
 

 

 
③ 商業用の推計結果 
商業用については、前提諸元が公共用と同じであることから、必要となる PVOUT

も同様となる。その結果、ケース①（調達価格等算定委員会想定・178,000 円）では、
必要となる PVOUTが 3.26で山梨県のみが対象となり、設備容量は 16 万 kW、年間発
電電力量は 196GWhにとどまった。ケース②（トップランナー上位 10%・156,800
円）では、必要となる PVOUTのラインは 3.00 で、19 府県が対象となり、設備容量
881 万 kW、年間発電電力量は 10TWhとなった。 
 

■都道府県別PVOUTとLCOE条件を満たす発電電力量分布 ■対象設備容量を積算
損失係数 年間日数

73% 365.25

PVOUT PVOUT
3.26 3.00

レベル１ MONSOLA-20 DCベース 以上を対象 GWh 以上を対象 GWh
1 北海道 41.00 3.62 965 2.64 0 0
2 青森 12.00 3.57 952 2.61 0 0
3 岩手 12.00 3.69 984 2.69 0 0
4 宮城 16.00 3.82 1,019 2.79 0 0
5 秋田 10.00 3.45 920 2.52 0 0
6 山形 10.00 3.69 984 2.69 0 0
7 福島 17.00 3.78 1,008 2.76 0 0
8 茨城 20.00 4.13 1,101 3.01 0 ● 220
9 栃木 15.00 4.03 1,075 2.94 0 0

10 群馬 15.00 4.27 1,139 3.12 0 ● 171
11 埼玉 36.00 4.05 1,080 2.96 0 0
12 千葉 32.00 4.07 1,085 2.97 0 0
13 東京 56.00 4.05 1,080 2.96 0 0
14 神奈川 38.00 4.14 1,104 3.02 0 ● 419
15 新潟 21.00 3.62 965 2.64 0 0
16 富山 9.00 3.65 973 2.66 0 0
17 石川 10.00 3.83 1,021 2.80 0 0
18 福井 8.00 3.74 997 2.73 0 0
19 山梨 7.00 4.54 1,211 3.31 ● 85 ● 85
20 長野 21.00 4.32 1,152 3.15 0 ● 242
21 岐阜 16.00 4.20 1,120 3.07 0 ● 179
22 静岡 21.00 4.31 1,149 3.15 0 ● 241
23 愛知 41.00 4.19 1,117 3.06 0 ● 458
24 三重 13.00 4.27 1,139 3.12 0 ● 148
25 滋賀 10.00 3.91 1,043 2.85 0 0
26 京都 15.00 3.87 1,032 2.83 0 0
27 大阪 43.00 4.16 1,109 3.04 0 ● 477
28 兵庫 34.00 4.29 1,144 3.13 0 ● 389
29 奈良 9.00 4.02 1,072 2.93 0 0
30 和歌山 8.00 4.28 1,141 3.12 0 ● 91
31 鳥取 6.00 3.74 997 2.73 0 0
32 島根 8.00 3.74 997 2.73 0 0
33 岡山 15.00 4.13 1,101 3.01 0 ● 165
34 広島 19.00 4.15 1,107 3.03 0 ● 210
35 山口 12.00 3.95 1,053 2.88 0 0
36 徳島 7.00 4.32 1,152 3.15 0 ● 81
37 香川 7.00 4.17 1,112 3.04 0 ● 78
38 愛媛 11.00 4.12 1,099 3.01 0 ● 121
39 高知 7.00 4.27 1,139 3.12 0 ● 80
40 福岡 30.00 3.83 1,021 2.80 0 0
41 佐賀 7.00 3.97 1,059 2.90 0 0
42 長崎 11.00 3.97 1,059 2.90 0 0
43 熊本 13.00 4.01 1,069 2.93 0 0
44 大分 9.00 3.91 1,043 2.85 0 0
45 宮崎 9.00 4.15 1,107 3.03 0 ● 100
46 鹿児島 14.00 3.90 1,040 2.85 0 0
47 沖縄 11.00 4.08 1,088 2.98 0 0
48 合計 812.00 4.00 1,066 2.92 7 85 352 3,955

万ｋＷ GWh 万ｋＷ GWh
19

0 4
TWh TWh

都道府県

ケース①設備費METI想定値(178,000円） ケース②設備費上位10％(156,800円）
設備容量
（万kW）

日射量
(kWh/m2･day)

年間PVOUT
(kWh/年/kW)

PVOUT
(kWh/日/kW) 年間発電電力量 年間発電電力量
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表８ 商業用屋根置き太陽光発電の都道府県別 PVOUT値と年間発電電力量 
 

 

 
3) 評価結果 

メガソーラーの代替策としてのオンサイト太陽光の経済的導入可能量の推計を試み
た結果、調達価格等算定委員会が想定する足下の設備費用では経済的導入可能量は殆ど
見込めないものの、建設費の低減により戸建はトップランナー35％、公共・商業用では
トップランナー10％の価格を実現した場合、半数近くの都道府県において経済性が見込
まれる。その効果は、具体的には、発電設備容量では戸建が 1,840万 kW、公共用が
352 万 kW、商業用が 881 万 kW の計 3,046 万 kW、発電電力量では戸建が 21TWh、公

■都道府県別PVOUTとLCOE条件を満たす発電電力量分布 ■対象設備容量を積算
損失係数 年間日数

73% 365.25

PVOUT PVOUT
3.26 3.00

レベル１ MONSOLA-20 DCベース 以上を対象 GWh 以上を対象 GWh
1 北海道 55.59 3.62 965 2.64 0 0
2 青森 18.77 3.57 952 2.61 0 0
3 岩手 27.73 3.69 984 2.69 0 0
4 宮城 31.86 3.82 1,019 2.79 0 0
5 秋田 21.88 3.45 920 2.52 0 0
6 山形 23.09 3.69 984 2.69 0 0
7 福島 34.78 3.78 1,008 2.76 0 0
8 茨城 55.51 4.13 1,101 3.01 0 ● 611
9 栃木 35.79 4.03 1,075 2.94 0 0

10 群馬 37.49 4.27 1,139 3.12 0 ● 427
11 埼玉 67.71 4.05 1,080 2.96 0 0
12 千葉 62.27 4.07 1,085 2.97 0 0
13 東京 98.12 4.05 1,080 2.96 0 0
14 神奈川 60.57 4.14 1,104 3.02 0 ● 669
15 新潟 47.07 3.62 965 2.64 0 0
16 富山 30.85 3.65 973 2.66 0 0
17 石川 25.91 3.83 1,021 2.80 0 0
18 福井 21.17 3.74 997 2.73 0 0
19 山梨 16.21 4.54 1,211 3.31 ● 196 ● 196
20 長野 51.43 4.32 1,152 3.15 0 ● 592
21 岐阜 46.99 4.20 1,120 3.07 0 ● 526
22 静岡 61.91 4.31 1,149 3.15 0 ● 711
23 愛知 113.53 4.19 1,117 3.06 0 ● 1,268
24 三重 39.31 4.27 1,139 3.12 0 ● 448
25 滋賀 28.73 3.91 1,043 2.85 0 0
26 京都 40.14 3.87 1,032 2.83 0 0
27 大阪 103.86 4.16 1,109 3.04 0 ● 1,152
28 兵庫 80.93 4.29 1,144 3.13 0 ● 926
29 奈良 21.68 4.02 1,072 2.93 0 0
30 和歌山 20.09 4.28 1,141 3.12 0 ● 229
31 鳥取 12.92 3.74 997 2.73 0 0
32 島根 14.97 3.74 997 2.73 0 0
33 岡山 45.67 4.13 1,101 3.01 0 ● 503
34 広島 48.43 4.15 1,107 3.03 0 ● 536
35 山口 29.97 3.95 1,053 2.88 0 0
36 徳島 15.00 4.32 1,152 3.15 0 ● 173
37 香川 27.66 4.17 1,112 3.04 0 ● 308
38 愛媛 26.09 4.12 1,099 3.01 0 ● 287
39 高知 10.84 4.27 1,139 3.12 0 ● 123
40 福岡 70.89 3.83 1,021 2.80 0 0
41 佐賀 17.32 3.97 1,059 2.90 0 0
42 長崎 22.77 3.97 1,059 2.90 0 0
43 熊本 27.03 4.01 1,069 2.93 0 0
44 大分 19.50 3.91 1,043 2.85 0 0
45 宮崎 19.06 4.15 1,107 3.03 0 ● 211
46 鹿児島 19.92 3.90 1,040 2.85 0 0
47 沖縄 17.97 4.08 1,088 2.98 0 0
48 合計 1,826.98 4.00 1,066 2.92 16 196 881 9,896

万ｋＷ GWh 万ｋＷ GWh
19

0 10
TWh TWh

都道府県

ケース①設備費METI想定値(178,000円） ケース②設備費上位10％(156,800円）

年間発電電力量設備容量
（万kW）

日射量
(kWh/m2･day)

年間PVOUT
(kWh/年/kW)

PVOUT
(kWh/日/kW) 年間発電電力量
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共用が 4TWh、商業用が 10TWhの計 35TWh 経済的導入可能量があるとの結論が得ら
れた。 
これを第 6 次エネルギー基本計画で太陽光発電に求められる 13.8GW～26.2GW の

FIT/FIP新規認定と建設・稼働量と比較すると、10～20 年で経済的導入可能量の実現
を目指すとしても、相当程度を屋根置き設置でカバーすることが可能であることを示し
ている。また発電電力量で見ても、2030 年の日本の発電電力量 934TWh の約 3.7％に
相当し、日本の乏しい太陽光発電の経済的導入可能量を補完する有効な対策となりうる
ことを示唆している。 
 

 
（出典：経済産業省資料） 

 
図 26 第６次エネルギー基本計画における太陽光発電導入見込み 
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（出典：経済産業省資料） 

 
図 27 第６次エネルギー基本計画における電力需要と電源構成 

 
図 28 は全都道府県を PVOUT値の順に並べるとともに、併せて戸建、公共、商業

の建物用途別にケース②でも必要とされた PVOUT 値を示したものである。PVOUT
値が最も小さいのは秋田県で 2.52kWh/日/kW、最も大きいのは山梨県で 3.31kWh/日
/kW と、1.3 倍もの開きがあることが見てとれる。今後、屋根置き太陽光発電の普及拡
大策の具体的な検討にあたっては、こうした日射量の差異を踏まえ、全国一律で一気に
進めるのではなく、まずは日射量に恵まれた府県を対象に先行することで、過度な国民
負担を回避すると言った工夫が求められる。 
また、都市部内の送配電網も相当量の太陽光発電パネルが域内に設置されることを

踏まえ、電線の地中化や都市のゼロエミッション化に合わせてローカル配電系統の強化
や弱点の補強が必要になることにも留意する必要がある。 
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図 28 都道府県 PVOUT値（降順）とNPV がゼロとなる PVOUT値 
 
 
無論、現実的には、既設の建築物の屋上に一斉に太陽光パネルを設置することは難

しく、取り得る策としては、当面、新築時の設置を推奨することとし、公共用について
は義務化することも考えられる。この際、日本全国で一律に設置を促進するのではな
く、都道府県別によって日射量や積雪など自然条件が異なることを踏まえ、経済的導入
可能量が見込める都道府県を中心に促進することが肝要と考える。 

 
 
５．終わりに 
 

日本は 2050 年カーボンニュートラルを目指すとともに、2030 年には温室効果ガス
を 2013 年比で 46％削減するという目標をパリ協定に基づく国別貢献として登録した。
この大幅削減を目指す最大のツールが、再生可能エネルギー電源の大幅導入拡大・主力
電源化である。このことは、導入される再生可能エネルギーの発電コストが FIT賦課
金の負担増大という限定的な観点のみならず、国民生活や産業の国際競争力に大きな影
響を及ぼすことを意味する。 
昨年 10 月に発表された第 6次エネルギー基本計画では、第 5次計画に引き続き、

再生可能エネルギーの中でも太陽光発電への期待が大きい。このため、我が国に導入さ
れる太陽光発電の発電コストについて、国際的な観点からの比較と発電コスト別の導入
可能量を評価を行った。その結果は、 
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 温帯モンスーン気候に属し、夏には梅雨、冬には積雪があり、平地に乏しいという自
然条件に加え、人口密度が高いという社会条件から、世界でみると、日本はメガソー
ラーの導入適地に最も乏しい国の一つである 
 とりわけ経済性の高い、即ち安価な発電コストの太陽光発電の導入可能量は非常に乏
しく、太陽光発電の経済的導入可能量だけでは電力需要を満たすことができない 
 乏しい資源量を補う方法が屋根置き型太陽光発電の利用である。理由は自家消費分が
存在すること、設置場所は都市部またはその近郊が中心で電力消費地に近いことから
送電コスト負担が少ないことによる。 
 ただし、都道府県間には資源量に大きな差があり採算性が大きく異なることから、全
国一律での利用拡大には問題がある。PVOUTが大きく NPV>0 となる地域に限定す
べき。なお、実現にあたっては、都市内部のローカル配電系統ならびに変電設備の強
化も必要となる。 

 
また、発電効率向上、低コスト化、設置場所の拡大を目指した技術開発が進められ

ているが、技術普及には国境がなく、技術導入した全ての国の発電コストを低減させる
ことから、その効果を持って国際格差を是正する効果は必ずしも期待できないことに留
意する必要がある。 

 
更に、本質的な太陽光資源の持つ弱点を克服して再生可能エネルギーの主力電源化

を進めるには、資源量としては豊富な洋上風力発電や地熱発電の発電コスト低減に産学
官をあげて取り組むことが必要であろう。 
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付録 A 

1． G7先進国との比較： 
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2．G20 の主要新興国との比較： 
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3．東南アジアとの比較： 
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4．欧州主要国との比較：

 

 

1

10

100

1,000

10,000

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12 0.14 0.16 0.18 0.20

技
術
的
導
入
可
能
量

(T
W

h/
年

)

LCOE ($/kWh)

技術的導入可能量（欧州主要国）

1

10

100

1,000

10,000

100,000

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12 0.14 0.16 0.18 0.20

人
口
一
人
当
た
り
技
術
的
導
入
可
能
量

(k
W

h/
年

/人
)

LCOE($/kWh)

人口一人当たり技術的導入可能量（欧州主要国）

0.00

0.01

0.10

1.00

10.00

100.00

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12 0.14 0.16 0.18 0.20技
術
的
導
入
可
能
量

/電
力
消
費
量

LCOE($/kWh)

技術的導入可能量/電力消費量（欧州主要国）

日本 日本▲10％ 日本▲20％ 日本▲30％
EU スペイン ポルトガル ギリシャ
イタリア フランス ドイツ 英国



40 
 

付録 B 
屋根置き設置太陽光発電設備の経済的導入可能量推定における 

確定論的アプローチと確率論的アプローチの比較 
 
 
本文における屋根置き設置太陽光発電設備の経済的導入可能量（年間発電電力量）の推定で
は、傾斜角１０度日射量・損失係数・設備費をすべて確定値として計算した。これを確定論
的アプローチと呼ぶ。 
 
この内、傾斜角１０度日射量は自然条件によって大きく異なるので、出来れば Solargisのよ
うに確率論的アプローチで取り扱うことが望ましい。 
 
しかし一方で、確率論的アプローチは煩雑であり、ほとんど同等の結論が得られるのであれ
ば、確定論的アプローチの方が、多数のケースについて簡便に計算できるという点で優れて
いる。 
 
そこで、次の手順により水平日射量を確率変数として経済的導入可能量を確率論的アプロ
ーチで推計し、確定論的アプローチによる推計値と比較してみた。 
 

1) 傾斜角 10 度日射量を水平日射量に変換する係数： 
MONSOLA-20 を用いて各都道府県庁所在地における傾斜角度 0 度の日射量、すな
わち水平日射量、と傾斜角度 10 度の傾斜日射量の比率を求める。地点により異なる
が、概ね、水平日射量は、傾斜角度 10 度の傾斜日射量の 92％である。 
 

2) PVOUT閾値に相当する水平日射量閾値： 
PVOUT閾値を損失係数73％で割って傾斜角度 10度の日射量閾値を求め、次に１）
で求めた係数を掛ける。 
 

3) 水平日射量閾値以上になる確率：  
Solargisの Cumulative distribution function, Global horizontal irradiation の曲線を
用いて水平日射量閾値の累積確率(%)を求め、100%から累積確率を引く。 

 
 
福島・関東・甲信越について上記の手順で計算した得られた比較結果は付表 1、2，3の通り
である。 
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付表 1 戸建ケース 

 
 
 
 
 

付表 2 公共ケース 

 
 
 
 
 
 
 

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.14 3.14 3.01 3.01

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 0% 0
8 茨城 0 6% 97 ● 1,751 79% 1,392
9 栃木 0 5% 46 0 50% 510

10 群馬 0 27% 318 ● 1,161 76% 888
11 埼玉 0 12% 295 0 74% 1,797
12 千葉 0 2% 44 0 56% 1,354
13 東京 0 0% 0 0 71% 1,523
14 神奈川 0 11% 257 ● 2,339 63% 1,467
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 515 34% 175 ● 515 65% 336
20 長野 ● 1,192 32% 381 ● 1,192 66% 784

福島関東甲信越合計 1,707 1,613 6,959 10,052

年間発電電力量

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

戸建ケース①設備費METI想定値(259,000円） 戸建ケース②設備費上位35％(245,700円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.26 3.26 3.00 3.00

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 2% 4
8 茨城 0 0% 0 ● 220 79% 175
9 栃木 0 0% 0 0 50% 81

10 群馬 0 13% 22 ● 171 70% 120
11 埼玉 0 3% 11 0 79% 308
12 千葉 0 0% 0 0 56% 193
13 東京 0 0% 0 0 75% 451
14 神奈川 0 2% 9 ● 419 69% 289
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 85 21% 18 ● 85 65% 55
20 長野 0 17% 41 ● 242 66% 159

福島関東甲信越合計 85 101 1,137 1,836

年間発電電力量

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

公共ケース①設備費METI想定値(178,000円） 公共ケース②設備費上位35％(156,800円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量
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付表 3 商業ケース 

 
 
戸建・公共・商業共に、ケース①では二つのアプローチ間の差異は小さいが、ケース②では
確定論的推定値は確率論的推定値と比べて 6～7 割低くなっている。この主な要因は、埼玉
と東京にある。確率論的推定では共に 70％を超える確率で閾値を超えるのに対して、確定
論的推定では閾値以下と判定された。これは、埼玉県の日射量を県庁であるさいたま市で代
表させ、東京都の日射量は都心で代表させたことによると思われる。つまり首都圏のように
都市部が広域に渡って広がる都道府県では、一箇所の日射量で全域を代表させることには
限界があることが示唆された。 
 
 
 
そこで試みに、埼玉県は熊谷市の、東京都は多摩市の日射量で代表させて再計算したところ、
付表 4，5，6 の通りとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.26 3.26 3.00 3.00

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 2% 7
8 茨城 0 0% 0 ● 611 79% 486
9 栃木 0 0% 0 0 50% 193

10 群馬 0 13% 56 ● 427 70% 301
11 埼玉 0 3% 21 0 79% 580
12 千葉 0 0% 0 0 56% 376
13 東京 0 0% 0 0 75% 790
14 神奈川 0 2% 14 ● 669 69% 461
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 196 21% 41 ● 196 65% 128
20 長野 0 17% 101 ● 592 66% 390

福島関東甲信越合計 196 233 2,495 3,711
↑

確定論的推定値
↑

確率論的推定値
↑

確定論的推定値
↑

確率論的推定値

商業ケース①設備費METI想定値(178,000円） 商業ケース②設備費上位35％(156,800円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量年間発電電力量
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付表 4 戸建ケース再計算 

 
 
 
 
 

付表 5 公共ケース再計算 

 
 
 
 
 
 
 

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.14 3.14 3.01 3.01

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 0% 0
8 茨城 0 6% 97 ● 1,751 79% 1,392
9 栃木 0 5% 46 0 50% 510

10 群馬 0 27% 318 ● 1,161 76% 888
11 埼玉（熊谷） 0 12% 311 ● 2,560 74% 1,895
12 千葉 0 2% 44 0 56% 1,354
13 東京（多摩） 0 0% 0 ● 2,216 71% 1,564
14 神奈川 0 11% 257 ● 2,339 63% 1,467
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 515 34% 175 ● 515 65% 336
20 長野 ● 1,192 32% 381 ● 1,192 66% 784

福島関東甲信越合計 1,707 1,629 11,735 10,191

年間発電電力量

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

戸建ケース①設備費METI想定値(259,000円） 戸建ケース②設備費上位35％(245,700円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.26 3.26 3.00 3.00

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 2% 4
8 茨城 0 0% 0 ● 220 79% 175
9 栃木 0 0% 0 0 50% 81

10 群馬 0 13% 22 ● 171 70% 120
11 埼玉（熊谷） 0 3% 12 ● 410 79% 325
12 千葉 0 0% 0 0 56% 193
13 東京（多摩） 0 0% 0 ● 621 75% 463
14 神奈川 0 2% 9 ● 419 69% 289
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 85 21% 18 ● 85 65% 55
20 長野 0 17% 41 ● 242 66% 159

福島関東甲信越合計 85 102 2,168 1,865

年間発電電力量

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

↑
確定論的推定値

↑
確率論的推定値

公共ケース①設備費METI想定値(178,000円） 公共ケース②設備費上位35％(156,800円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量
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付表 6 商業ケース再計算 

 
 

以上の再計算の結果を見ると、ケース①では、戸建・公共・商業共に、二つのアプローチ間
の差異は小さい。ケース②では、戸建・公共・商業共に、確定論的アプローチの方が 15％
ほど過大な推定となった。PVOUTが閾値近辺にある都道府県は、日射量代表値の選定に極
めて鋭敏であることが判明した。 
 
それでは確率論的アプローチの方が優れているか、というと必ずしもそうとは言えない。と
いうのも、Solargis の確率曲線が田園や山岳地帯も含めた各都道府県全域の分布を表してい
ることへの留意が必要だからである。 
 
屋根置き設置太陽光発電設備の経済的導入可能量は、市街地における日射量の確率分布を
用いて推定することが本来は望ましい筈である。しかし、そのような統計データは公開され
ていない。 
 
そのような制約があるなかで、都道府県庁所在地、即ち最も建物密度が高い地域、の日射量
をもって代表値とし、確定論的に推定をするアプローチには一定の合理性があり、少なくと
も 10％を超えるような過大な推定はしないので、一次近似としてより適切だと思われる。 
 
なお、確定論的アプローチでは、日射量代表値のわずかな差で当該都道府県の技術的導入可
能量を経済的導入可能量として算入するしないの判定が分かれてしまうが、これを、どの都
道府県を政策施行の対象とするかを決める判定基準とすることには慎重であるべき、と思
われる。確定論的アプローチは、あくまでポテンシャル推定のための計算手順である。  

PVOUT PVOUT PVOUT PVOUT

3.26 3.26 3.00 3.00

以上を対象 GWh 以上の確率 GWh 以上を対象 GWh 以上の確率 GWh
7 福島 0 0% 0 0 2% 7
8 茨城 0 0% 0 ● 611 79% 486
9 栃木 0 0% 0 0 50% 193

10 群馬 0 13% 56 ● 427 70% 301
11 埼玉（熊谷） 0 3% 22 ● 771 79% 611
12 千葉 0 0% 0 0 56% 376
13 東京（多摩） 0 0% 0 ● 1,088 75% 811
14 神奈川 0 2% 14 ● 669 69% 461
15 新潟 0 0% 0 0 0% 0
19 山梨 ● 196 21% 41 ● 196 65% 128
20 長野 0 17% 101 ● 592 66% 390

福島関東甲信越合計 196 234 4,355 3,764
↑

確定論的推定値
↑

確率論的推定値
↑

確定論的推定値
↑

確率論的推定値

商業ケース①設備費METI想定値(178,000円） 商業ケース②設備費上位35％(156,800円）

年間発電電力量 年間発電電力量 年間発電電力量年間発電電力量
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付録 C 屋根置きポテンシャル推計の前提条件等 

 
１．技術ポテンシャル（設備容量）の算出方法（環境省資料 26より） 
1) 住宅用・商業用太陽光（環境省・平成 23 年度調査より） 
①住宅地図データより 500mメッシュ単位で建築物の用途カテゴリー（戸建住宅等、
小規模商業施設、中規模商業施設、大規模商業施設、大規模共同住宅・オフィスビ
ル、中規模共同住宅、宿泊施設）別に面積を推計 
②用途カテゴリー毎に設定した設置係数（延床面積や建築面積に対する、太陽光発電
設備を設置できる面積の割合、m2/m2）に上記面積を乗じて、メッシュ毎の設置可能
面積を算出 
 

付表 7 用途カテゴリー毎の設置係数（環境省資料） 

 

 
③設置可能面積（m2）に単位面積あたりの設備容量（kW/m2）を乗じて設備容量
(kW)を算出 
・戸建住宅  ：設備容量（kW）＝設置可能面積（m2）×0.0667（kW/m2） 
・戸建住宅以外：設備容量（kW）＝設置可能面積（m2）×0.1000（kW/m2） 

 
26 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報、https://www.renewable-energy-
potential.env.go.jp/RenewableEnergy/29.html 

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/29.html
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/29.html
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付表 8 都道府県別・用途カテゴリー毎の設備容量（環境省資料） 

 
 
2)公共系太陽光（令和元年度調査より） 
①公共系施設をカテゴリー（庁舎、文化施設、学校等、医療施設、上水施設、下水処
理施設、道の駅）で分類し、太陽光発電設備を設置できる面積を算出(m2) 
②施設カテゴリー毎に設置係数を算出 
 

付表 9 用途カテゴリー毎の設置係数（環境省資料） 
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③都道府県別に施設カテゴリー毎の統計情報を収集（例：〇〇県の小学校の延床面積
の合計） 
④設置係数に、統計情報から得られた数値を乗じて、都道府県毎の設置面積を算出 
⑤設置可能面積（m2）に単位面積あたりの設備容量（kW/m2）を乗じて設備容量
(kW)を算出 

 
・設備容量（kW）＝設置可能面積（m2）×0.1000（kW/m2） 

 
付表 10 都道府県別・用途カテゴリー毎の設備容量（環境省資料） 
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